
村山市建設工事指名審査等資格審査基準 

 

（目的） 

第１条 村山市が行う建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第

２条第１項に規定する建設工事をいう。）の指名競争入札に参加することができる資格を有する

者の等級の決定（以下「格付け」という。）は、この基準に定めるところによる。 

 

（格付けする建設工事の種類） 

第２条 格付けは次の建設工事の種類について実施するものとする。 

     土木一式工事 

     建築一式工事 

     舗装工事 

     電気工事 

     管工事 

     水道施設工事 

 

（格付けの摘要範囲） 

第３条 格付けは、村山市に指名競争入札参加審査申請書を提出した者のうち、村山市に本店をお

く者について適用する。 

 

（格付けの方法） 

第４条 格付けは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、同法施行令（昭和２２年政令第１６

号）、村山市契約に関する規則（昭和３９年村山市規則第４号）及び村山市建設工事執行規則（昭

和３２年村山市規則第１３号）の規定による入札に参加することができる資格を有する者のうち、

法第３条第１項の規定に基づく許可を受けた者について、第１号に定める客観的数値に第２号に

定める主観的数値を加えて得た数値を総合点数として付与することにより実施する。 

一 客観的数値 

       客観的数値は建設業法第２７条の２３第３項の規定に基づく経営事項審査の項目及び基準

により算定された総合評点とする。 

二 主観的数値 

主観的数値は、次の各号及び基準（別表１から別表７）により算定された点数とする。 

－ 審査項目 － 

 （１）前年度及び前々年度における村山市発注の工事成績         （基準別表１） 

 （２）前年度及び前々年度における村山市発注の請負高          （基準別表２） 

 （３）前年度及び前々年度における表彰等（全日本建設技術協会及び建設労働災害防止協会等）

を受けた業者                             （基準別表３） 

 （４）前年度及び前々年度において建設業者として指名停止処分を受けた業者 



                                    （基準別表４）  

（５）ＩＳＯ（国際標準化機構）が定める規格の認証取得を受けた業者 

（基準別表５） 

（６）育児休暇のなどの子育て支援や障がい者雇用などの労働者福祉を実践している業者 

（基準別表６） 

（７）村山市との協定や保護観察所との協力により地域社会へ貢献している業者 

（基準別表７） 

 

 － 主観的数値基準 － 

 

別表１（発注工事成績） 

 

成 績 区 分 点 数 

９０点以上 ７点 

８０点以上９０点未満 ５点 

７０点以上８０点未満 ３点 

７０点未満 －３点 

 

別表２（発注工事の請負高） 

 

請 負 高 点 数 

１０，０００千円以上 ３点 

５，０００千円以上１０，０００千円未満 ２点 

５，０００千円未満 １点 

 

別表３（表彰受賞等） 

 

項  目 点 数 

表彰等を受けた業者 ３点 

安全防止を怠り事故を起こした業者 －３点 

 

別表４（指名停止） 

 

項  目 点 数 

入札指名停止の期間が６ヶ月未満の業者 － ５点 

 入札指名停止の期間が６ヶ月以上１２ヶ月未満の業者   －１０点 

入札指名停止の期間が１２月以上の業者   －１５点 

                     ※指名停止１回あたり 

 

 



別表５（ＩＳＯ認証取得） 

 

項  目 点 数 

ＩＳＯ９０００シリーズ １０点 

ＩＳＯ１４０００シリーズ、若しくはエコアクション２１  ５点 

                      

別表６（労働者福祉） 

 

項  目 点 数 

子育て支援 ３点 

障がい者雇用   ３点 

 

別表７（地域社会貢献） 

 

項  目 点 数 

村山市との協定 

 ・災害協定 

 ・消防団協力事業所認定 
各３点 

保護観察所に更生保護の協力雇用主として登録 

 

 

（格付けの基準） 

第５条 総合点数による等級の区分は、第１号、第２号及び第３号に定める場合を除き次の表

によるものとする。 

 

総合点数 等 級 

８００点以上で 1 級技術者１名以上 Ａ 

７００点以上でＡ以外 Ｂ 

６００点以上７００点未満 Ｃ 

６００点未満 Ｄ 

 

一  新たに営業を開始した者で営業開始後２ヵ年を経過しない者及び村山市の指名競争入札参

加者名簿に登載された期間が２ヵ年を経過しない者は登録外とする。 

二 中小企業協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）の規定に基づく設立許可を受けた建

設業関係事業協同組合で現に活動している者については、原則として構成員のうち最上位

等級者をもってその協同組合の等級とする。 

三 経常建設共同企業体については、各構成員における第 4 条第 1 項に定める合計数値若し

くは平均数値により算出した数値（算出方法は昭和 37 年 11 月 27 日付け建設省発計第 79

号建設事務次官通知中の共同企業体資格審査要領２による。）を総合点数とし、格付けを

行うものとする。 



（資格の有効期間） 

第６条 この基準によりおこなわれた格付けは、次の格付けが適用されるまでの間は、引き続

きその効力を有するものとする。 

 

 

 

附 則 

  この基準は、平成１７年４月１日から施行する。 

この基準は、平成１９年４月１日から施行する。 

この基準は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


